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申請案件

申請概要

伊方発電所３号炉においては、設置許可基準規則に基づく重大事故等対処設備の常設代替電源設備（交流電源設備）
について、空冷式非常用発電装置（以下、「空冷ＥＧ」という。）を設置し、運用している。

既設の空冷ＥＧに加え、非常用ガスタービン発電機（以下、「非常用ＧＴＧ」という。）を重大事故等対処設備として設置す
るため、伊方発電所３号炉の発電用原子炉設置変更許可申請を行い平成２９年１０月４日に許可を受けた。

非常用ＧＴＧを設置することに伴い、伊方発電所原子炉施設保安規定変更認可申請を実施した。（令和元年１０月１６日
申請）

【保安規定変更箇所】
・第72条の３（外部電源（３号炉））
・第74条（ディーゼル発電機 －モード５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵している期間－）
・第84条（重大事故等対処設備（３号炉））
・第88条（予防保全を目的とした点検・保修を実施する場合）
・附則
・添付１ 異常時の運転操作基準（第９１条関連）
・添付３ 重大事故等および大規模損壊対応に係る実施基準（第１７条の５および第１７条の６関連）

非常用ＧＴＧを設置することに伴い、関連する保安規定条文の変更を行う。
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１．非常用ＧＴＧの概要

（１）非常用ＧＴＧの設備概要

全交流動力電源が喪失した場合、非常用ＧＴＧ又は空冷ＥＧを起動し非常用高圧母線へ給電する。

項 目 非常用ＧＴＧ 仕様 （参考）空冷ＥＧ 仕様
型 式 空冷式ガスタービン発電機 空冷式ディーゼル発電機
設置場所 非常用ＧＴＧ建屋内（EL.32m) 屋外(EL.32m)
個 数 １ ２
容 量 ６，０００ｋＶＡ １，８２５ｋＶＡ／基

燃 料

重油 重油

非常用ＧＴＧ建屋の地下に設置した燃料油貯油槽から燃料
油移送ポンプにより自動で燃料油サービスタンクに補給

重油タンクから重油配管、ミニローリーにより空冷式非常
用発電装置燃料油サービスタンクに補給

（２）非常用ＧＴＧ又は空冷ＥＧからの給電系統

凡例
制御信号

遮断器「切」
遮断器「入」

重大事故
対処設備制御盤

中央制御室

空冷式非常用発電装置

専用配電線より

GG ディーゼル
発電機3B

ディーゼル
発電機3A

非常用高圧母線
6-3C

非常用低圧母線
4-3C1

非常用低圧母線
4-3C2

非常用低圧母線
4-3D1

非常用低圧母線
4-3D2

所内電気設備
(A系統)

所内電気設備
(B系統)

非常用高圧母線
6-3D

所内用変圧器より 予備変圧器より予備変圧器より所内用変圧器より

非常用ガスタービン
発電機

非常用ガスタービン発電機
高圧母線

G

非常用ガスタービン発電機
監視操作盤

中央制御室

G

代替所内
電気設備へ

G
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２．保安規定の変更概要

主な変更箇所を示す。

・第84条（重大事故等対処設備（３号炉））

設置許可に基づき「表８４－１５ 電源設備」の「８４－１５－１ 空冷式非常用発電装置からの給電」に非常用ＧＴＧを追加し『非常用ＧＴＧまた

は空冷ＥＧからの給電』 とし、非常用ＧＴＧに係る運転上の制限（ＬＣＯ）を追加する。また、非常用GTGに係る確認事項を追加する。

電源設備が追加されたことから、非常用GTG及び空冷EGの保守及び運転状態（電圧等）の確認は、保守作業が集中する定期検査時を避け

て実施できるよう頻度を『1年に1回』とする。１ヶ月に1回の動作確認の担当は、中央制御室にて起動する設備は当直長、現場にて起動する設

備は設備所管課長としており、非常用ＧＴＧは当直長、空冷ＥＧは電気計画課長とする。
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変更前 変更後 

表 84－15 電源設備  
 

84－15－１ 空冷式非常用発電装置からの給電 
 
 

（１）運転上の制限 

項  目 運転上の制限 

空冷式非常用発電装置からの給電 

空冷式非常用発電装置による電源系が動作可能であること 

 

適用モード 設  備 所要数 

モード１，２，３，４，５および

６ 

空冷式非常用発電装置 ２台 

重油タンク ※１ 

ミニローリー ※１ 

モード１，２，３，４，５，６以

外で使用済燃料ピットに燃料体を

貯蔵している期間 

空冷式非常用発電装置 １台 

重油タンク ※１ 

ミニローリー ※１ 

※１：「84－15－６ 重油タンク，軽油タンク，ミニローリーによる燃料補給設備」において運転上の 

制限等を定める。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（２）確認事項 

項  目 確認事項 頻  度  担  当 

空冷式非常用発電装置 発電装置を起動し，運転状態（電圧等）に

異常がないことを確認する。 

定期検査時 電気計画課長 

発電装置を起動し，動作可能であることを

確認する。 

１ヶ月に１回 電気計画課長 

 
 

 

表 84－15 電源設備  
 

84－15－１ 非常用ガスタービン発電機または空冷式非常用発電装置からの給電 
 

（１）運転上の制限 

項  目 運転上の制限 

非常用ガスタービン発電機または

空冷式非常用発電装置からの給電 

(1)非常用ガスタービン発電機による電源系が動作可能であるこ

と，および非常用ガスタービン発電機燃料油貯油槽の油量が

364kL※１以上であること 

または 

(2)空冷式非常用発電装置による電源系が動作可能であること 
 

適用モード 設  備 所要数 

モード１，２，３，４，５および

６ 

非常用ガスタービン発電機 １台 

非常用ガスタービン発電機燃料

油貯油槽 
364kL以上※１ 

空冷式非常用発電装置 ２台 

重油タンク ※２ 

ミニローリー ※２ 

モード１，２，３，４，５，６以

外で使用済燃料ピットに燃料体を

貯蔵している期間 

非常用ガスタービン発電機 １台 

非常用ガスタービン発電機燃料

油貯油槽 
364kL以上※１ 

空冷式非常用発電装置 １台 

重油タンク ※２ 

ミニローリー ※２ 

※１：非常用ガスタービン発電機燃料油貯油槽２基分 

※２：「84－15－６ 重油タンク，軽油タンク，ミニローリーによる燃料補給設備」において運転上の 

制限等を定める。 

 

（２）確認事項 

項  目 確認事項 頻  度  担  当 

非常用ガスタービン発

電機 

発電機を起動し，運転状態（電圧等）に異

常がないことを確認する。 

１年に１回 電気計画課長 

発電機を起動し，動作可能であることを確

認する。 

１ヶ月に１回 当直長 

非常用ガスタービン発

電機燃料油貯油槽 

油量を確認する。 １ヶ月に１回 当直長 

空冷式非常用発電装置 発電装置を起動し，運転状態（電圧等）に

異常がないことを確認する。 

１年に１回 電気計画課長 

発電装置を起動し，動作可能であることを

確認する。 

１ヶ月に１回 電気計画課長 
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・第84条（重大事故等対処設備（３号炉）） 続き

モード１から６において、非常用GTG及び空冷EGが共に動作不能である場合に要求される措置及び要求される措置の完了時間（AOT)を定める。
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変更前 変更後 

（３）要求される措置 

適用 

モード 
条  件 要求される措置 完了時間 

モード

１，２，

３および

４ 

A.空冷式非常用発電

装置からの電源系※

２が動作不能である

場合 

A.1 当直長は，１基のディーゼル発電機を起動し，

動作可能であることを確認するとともに，残り

のディーゼル発電機１基が動作可能であること

を確認する※３。 

および 

A.2 電気計画課長は，代替措置※４を検討し，原子

炉主任技術者の確認を得て実施する。 

および 

A.3 電気計画課長は，当該系統を動作可能な状態に

復旧する。 

４時間 

 

 

 

 

72時間 

 

 

10日 

B.条件Ａの措置を完

了時間内に達成で

きない場合 

B.1 当直長は，モード３にする。 

および 

B.2 当直長は，モード５にする。 

12時間 

 

56時間 

モード５

および６ 

A.空冷式非常用発電

装置からの電源系※

２が動作不能である

場合 

A.1 電気計画課長は，当該系統を動作可能な状態に

復旧する措置を開始する。 

および 

A.2 当直長は，１次冷却系の水抜きを行っている場

合は，水抜きを中止する。 

および 

A.3 当直長は，モード５（１次冷却系非満水）また

はモード６（キャビティ低水位）の場合，１次

系保有水を回復する措置を開始する。 

および 

A.4 電気計画課長は，代替措置※４を検討し，原子

炉主任技術者の確認を得て実施する措置を開始

する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

※２：空冷式非常用発電装置２台による。 

※３：「動作可能であること」の確認は，対象設備の至近の記録等により行う。 

※４：代替品の補充等 

 

（３）要求される措置 

適用 

モード 
条  件 要求される措置 完了時間 

モード

１，２，

３および

４ 

A.非常用ガスタービ

ン発電機からの電

源系が動作不能 
※３である場合 

 および 

 空冷式非常用発電

装置からの電源系※

４が動作不能である

場合 

A.1 当直長は，１基のディーゼル発電機を起動し，

動作可能であることを確認するとともに，残り

のディーゼル発電機１基が動作可能であること

を確認する※５。 

および 

A.2 電気計画課長は，代替措置※６を検討し，原子

炉主任技術者の確認を得て実施する。 

および 

A.3.1 当直長または電気計画課長は，非常用ガスタ

ービン発電機からの電源系を動作可能な状態

に復旧する。 

   または 

A.3.2 電気計画課長は，空冷式非常用発電装置から

の電源系を動作可能な状態に復旧する。 

４時間 

 

 

 

 

72時間 

 

 

10日 

 

 

 

10日 

B.条件Ａの措置を完

了時間内に達成で

きない場合 

B.1 当直長は，モード３にする。 

および 

B.2 当直長は，モード５にする。 

12時間 

 

56時間 

モード５

および６ 

A.非常用ガスタービ

ン発電機からの電

源系が動作不能 
※３である場合 

 および 

 空冷式非常用発電

装置からの電源系※

４が動作不能である

場合 

A.1.1 当直長または電気計画課長は，非常用ガスタ

ービン発電機からの電源系を動作可能な状態

に復旧する措置を開始する。 

   または 

A.1.2 電気計画課長は，空冷式非常用発電装置から

の電源系を動作可能な状態に復旧する措置を

開始する。 

および 

A.2 当直長は，１次冷却系の水抜きを行っている場

合は，水抜きを中止する。 

および 

A.3 当直長は，モード５（１次冷却系非満水）また

はモード６（キャビティ低水位）の場合，１次

系保有水を回復する措置を開始する。 

および 

A.4 電気計画課長は，代替措置※６を検討し，原子

炉主任技術者の確認を得て実施する措置を開始

する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

※３：非常用ガスタービン発電機燃料油貯油槽が制限値を満足していない場合を含む。 

※４：空冷式非常用発電装置２台による。 

※５：「動作可能であること」の確認は，対象設備の至近の記録等により行う。 

※６：代替品の補充等 
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・第84条（重大事故等対処設備（３号炉）） 続き

モード外において 非常用GTG及び空冷EGが共に動作不能である場合に要求される措置及び要求される措置の完了時間（AOT)を定める。

5

・第84条、第88条（予防保全を目的とした点検・保修を実施する場合）、添付１ 異常時の運転操作基準（第９１条関連）

空冷ＥＧを記載する箇所に非常用ＧＴＧを追加する。

(代表例）
 

変更前 変更後 

84－11－２ 水素濃度監視 

 

（１）運転上の制限 

項 目 運転上の制限 

アニュラス水素濃度監視 
アニュラス水素濃度(AM)計測装置の所要数が動作可能であるこ

と 
 

適用モード 設 備 所要数 

モード１，２，３，４，５および６ 

アニュラス水素濃度(AM)計測装

置 
※１ 

空冷式非常用発電装置 ※２ 

 

※１：「84－16－１ 計測設備」において運転上の制限等を定める。 

※２：「84－15－１ 空冷式非常用発電装置からの給電」において運転上の制限等を定める。 

 

 

 

（中略） 

84－11－２ 水素濃度監視 

 

（１）運転上の制限 

項 目 運転上の制限 

アニュラス水素濃度監視 
アニュラス水素濃度(AM)計測装置の所要数が動作可能であるこ

と 
 

適用モード 設 備 所要数 

モード１，２，３，４，５および６ 

アニュラス水素濃度(AM)計測装

置 
※１ 

非常用ガスタービン発電機また

は空冷式非常用発電装置 
※２ 

※１：「84－16－１ 計測設備」において運転上の制限等を定める。 

※２：「84－15－１ 非常用ガスタービン発電機または空冷式非常用発電装置からの給電」において運転上の制限

等を定める。 

 

 

（中略） 

 

変更前 変更後 

（３）要求される措置 つづき 

適用 

モード 
条  件 要求される措置 完了時間 

モード

１，２，

３，４，

５，６以

外で使用

済燃料ピ

ットに燃

料体を貯

蔵してい

る期間 

A.空冷式非常用発電

装置からの電源系※

５が動作不能である

場合 

A.1 電気計画課長は，当該系統を動作可能な状態に

復旧する措置を開始する。 

および 

A.2 電気計画課長は，代替措置※６を検討し，原子

炉主任技術者の確認を得て実施する措置を開始

する。 

速やかに 

 

 

速やかに 

※５：空冷式非常用発電装置１台による。 

※６：代替品の補充等 

 

 

（３）要求される措置 つづき 

適用 

モード 
条  件 要求される措置 完了時間 

モード

１，２，

３，４，

５，６以

外で使用

済燃料ピ

ットに燃

料体を貯

蔵してい

る期間 

A.非常用ガスタービ

ン発電機からの電

源系が動作不能 
※７である場合 

 および 

 空冷式非常用発電

装置からの電源系※

８が動作不能である

場合 

A.1.1 当直長または電気計画課長は，非常用ガスタ

ービン発電機からの電源系を動作可能な状態

に復旧する措置を開始する。 

   または 

A.1.2 電気計画課長は，空冷式非常用発電装置から

の電源系を動作可能な状態に復旧する措置を

開始する。 

および 

A.2 電気計画課長は，代替措置※９を検討し，原子

炉主任技術者の確認を得て実施する措置を開始

する。 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

 

 

 

速やかに 

※７：非常用ガスタービン発電機燃料油貯油槽が制限値を満足していない場合を含む。 

※８：空冷式非常用発電装置１台による。 

※９：代替品の補充等 
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・添付３ 重大事故等および大規模損壊対応に係る実施基準（第１７条の５および第１７条の６関連）

設置許可に基づき表-14「電源の確保に関する手順等」に手順等を追加する。

(抜粋）

設置許可本文及び
添付書類から、非常
用ＧＴＧの運用に係
る事項を追加
(次頁を参照）
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・添付３ 重大事故等および大規模損壊対応に係る実施基準（第１７条の５および第１７条の６関連）

(続き）

設置許可に基づき表-14「電源の確保に関する手順等」に手順等を追加する。
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・第74条（ディーゼル発電機 －モード５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵している期間－）

平成２３年４月９日付けで旧原子力安全・保安院より発出された「非常用発電設備の保安規定上の取扱いについて（指示）」(参考資料参照）を受

け、第74条において非常用ディーゼル発電機２基が動作可能であることが要求された。非常用ディーゼル発電機は各号炉２基を有しており、保守

のために２基のうち１基を待機除外させる必要があることから、非常用発電機を含めることとし、保安規定附則に“非常用発電機の運用を開始する

までは”他の号炉の非常用ディーゼル発電機または電源車（現在は空冷ＥＧ）を非常用発電機とみなすことができる”と規定し、運用してきた。

非常用ＧＴＧの設置により“非常用発電機の運用を開始する”こととなり、附則の経過措置を満了することから、非常用GTG運用開始後の電源設

備の構成を踏まえた非常用発電機の運用を規定する。また、関連する第72条（外部電源（３号炉））の記載に反映する。
 

変更前 変更後 

（ディーゼル発電機 －モード５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵している期間－） 

第74条 モード５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵している期間において，非常用ディーゼル発電機

は，表74－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 非常用ディーゼル発電機が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する｡ 

 (1) 当直長は，モード５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵している期間において，１ヶ月に１回，非

常用ディーゼル発電機について以下の事項を実施する｡ 

  (a) 非常用ディーゼル発電機を待機状態から起動し，無負荷運転時の電圧が6,900±345Vおよび周波数が60±

3Hzであることを確認する。 

  (b) 燃料油サービスタンク貯油量を確認する。 

３ 当直長は，非常用ディーゼル発電機が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断し 

た場合，表74－３の措置を講じるとともに，安全技術課長による照射済燃料の移動を中止する必 

要がある場合は，安全技術課長に通知する。通知をうけた安全技術課長は，同表の措置を講じる。 

 

表74－１ 

項  目 運転上の制限 

非常用ディーゼル発電機※１ 

 

 

(1)非常用ディーゼル発電機２基が動作可能であること※２※３ 

(2)(1)の非常用ディーゼル発電機に対応する燃料油サービスタン

クの貯油量が表74－２に定める制限値内にあること※４ 

※１：３号炉の非常用ディーゼル発電機は，重大事故等対処設備を兼ねる。 

※２：非常用ディーゼル発電機の予備潤滑運転（ターニング，エアラン）を行う場合，運転上の制限を適用しな

い。 

※３：非常用ディーゼル発電機には，非常用発電機１基を含めることができる。非常用発電機とは，所 

   要の電力供給が可能なものをいう。なお，非常用発電機は複数の号炉で共用することができる。 

※４：非常用ディーゼル発電機が運転中および運転終了後の24時間は，運転上の制限を適用しない｡ 

 

 

（ディーゼル発電機 －モード５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵している期間－） 

第74条 モード５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵している期間において，非常用ディーゼル発電機

は，表74－１で定める事項を運転上の制限とする。 

２ 非常用ディーゼル発電機が前項で定める運転上の制限を満足していることを確認するため，次号を実施する｡ 

 (1) 当直長は，モード５，６および使用済燃料ピットに燃料体を貯蔵している期間において，１ヶ月に１回，非

常用ディーゼル発電機について以下の事項を実施する｡ 

  (a) 非常用ディーゼル発電機を待機状態から起動し，無負荷運転時の電圧が6,900±345Vおよび周波数が60±

3Hzであることを確認する。 

  (b) 燃料油サービスタンク貯油量を確認する。 

３ 当直長は，非常用ディーゼル発電機が第１項で定める運転上の制限を満足していないと判断し 

た場合，表74－３の措置を講じるとともに，安全技術課長による照射済燃料の移動を中止する必 

要がある場合は，安全技術課長に通知する。通知をうけた安全技術課長は，同表の措置を講じる。 

 

表74－１ 

項  目 運転上の制限 

非常用ディーゼル発電機※１ 

 

 

(1)非常用ディーゼル発電機２基が動作可能であること※２※３ 

(2)(1)の非常用ディーゼル発電機に対応する燃料油サービスタン

クの貯油量が表74－２に定める制限値内にあること※４ 

※１：３号炉の非常用ディーゼル発電機は，重大事故等対処設備を兼ねる。 

※２：非常用ディーゼル発電機の予備潤滑運転（ターニング，エアラン）を行う場合，運転上の制限を適用しな

い。 

※３：非常用ディーゼル発電機には，非常用発電機１基を含めることができる。非常用発電機とは，２ 

   号炉においては所要の電力供給が可能な１号炉もしくは２号炉の空冷式非常用発電装置※５または 

 ３号炉の非常用ディーゼル発電機，３号炉においては所要の電力供給が可能な３号炉の非常用ガ 

 スタービン発電機※６，３号炉の空冷式非常用発電装置※６または２号炉の非常用ディーゼル発電機 

 をいう。 

※４：非常用ディーゼル発電機が運転中および運転終了後の24時間は，運転上の制限を適用しない｡ 

※５：１号炉もしくは２号炉の空冷式非常用発電装置を非常用発電機に含める期間は，当該空冷式非常 

   用発電装置について，１ヶ月に１回，発電装置を起動し，動作可能であることを確認する。 

※６：３号炉の非常用ガスタービン発電機または３号炉の空冷式非常用発電装置を非常用発電機に含め 

 る期間は，「84-15-1 非常用ガスタービン発電機または空冷式非常用発電装置からの給電」の 

 （２）確認事項により，動作可能であることを確認する。 
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・附則

平成２５年７月以降の保安規定変更毎に附則を追加してきたが、 経過措置中の事項が分かりづらいとの社内意見が多くあったことを受け、

過去の附則の記載について、施行完了した附則を整理し削除する。これにより、経過措置中である事項が明確となり、確実な実施に資する。

（抜粋）

 

変更前 変更後 

附  則（平成 25 年 7 月 1 日） 

（施行期日） 

第１条 この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から 10 日以内に施行する。 

２ 第74条の表74－１について，非常用発電機の運用を開始するまでは，所要の電力供給が可能な場合，他の号炉

の非常用ディーゼル発電機または電源車（電源装置と電源装置用運搬車を組み合わせたものを含む。）を非常用

発電機とみなすことができる。 

 

 (中略) 

 

附  則（平成 30 年 5 月 30 日） 

（施行期日） 

第１条 この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から 10 日以内に施行する。 

２ 第３条，第６条，第 10 条，第 119 条，第 130 条および第 132 条については，この規定施行後初めて原子炉等

規制法の第 43 条の３の 29の規定による届出をするまでの間は，従前の例による。 

 

 

附  則（平成 30 年 12 月 26 日） 

（施行期日） 

第１条 この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から 10 日以内に施行する。 

２ 第 17 条の２の２ならびに第３条，第５条，第７条，第９条，第 17条，第 17 条の２，第 17 条の３，第 86

条，第 130 条，第 131 条，第 203 条，第 205 条，第 217 条の３，第 330 条，第 331 条および添付２については，

火山影響等発生時の体制の整備を完了した日から適用することとし，それまでの間は従前の例による。火山影響

等発生時の体制の整備は，平成 30年 12 月 31 日までに完了する。 

 

 

附  則（平成 31 年２月 20 日） 

（施行期日） 

第１条 この規定は，平成 31 年２月 20 日から施行する。 

 

 

附  則（令和元年６月 26 日） 

（施行期日） 

第１条  この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた後，第 95 回定時株主総会開催日より施行する。ただし，

施行後の廃止措置室長，廃止措置課長および安全技術課長に係る事項は 2019 年７月１日より施行する。 

 

 

附  則（令和元年 7月 12 日） 

（施行期日） 

第１条 この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた後，１０日以内に施行する。ただし，平成３１年１月１日

以後最初の施設定期検査を終了した日から適用することとし，それまでの間は従前の例による。 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 (中略) 

 

附  則（平成 30 年 5 月 30 日） 

（施行期日） 

 

第３条，第６条，第 10 条，第 119 条，第 130 条および第 132 条については，この規定施行後初めて原子炉等規

制法の第 43条の３の 29 の規定による届出をするまでの間は，従前の例による。 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

（削除） 

 

 

 

 

 

附  則（令和元年 7 月 12 日） 

（施行期日） 

平成３１年１月１日以後最初の施設定期検査を終了した日から適用することとし，それまでの間は従前の例に

よる。 

 

 

附  則（  年 月 日） 

（施行期日） 

第１条 この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。ただし，非常用ガスタービ

ン発電機の工事の計画に係る全ての工事が完了した時の工事の工程における使用前検査終了日以降に適用するこ

ととし，それまでの間は従前の例による。 
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３．施行期日

この規定は，原子力規制委員会の認可を受けた日から１０日以内に施行する。ただし，非常用ガスタービン発電機の工事の計画に係る全ての
工事が完了した時の工事の工程における使用前検査終了日以降に適用することとし，それまでの間は従前の例による。
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